
「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて（提言）平成30年12月」

を受けた取組状況
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○平成30年７月豪雨を踏まえ、気候変動の影響等により今後も施設規模を上回る異常洪水が頻発することが懸念される中、

そうした事態に備え、より効果的なダムの操作や有効活用の方策、ダムの操作に関わるより有効な情報提供等のあり方に
ついて、ハード・ソフト両面から検討することを目的に検討会を設置。３回の検討会を開催し、提言をとりまとめ。

【委員】
加藤孝明 東京大学生産技術研究所 准教授
佐々木隆 国土技術政策総合研究所河川研究部水環境研究官
角哲也 京都大学防災研究所 教授 ＜委員長＞
関谷直也 東京大学大学院情報学環 准教授
中北英一 京都大学防災研究所 教授
森脇亮 愛媛大学大学院理工学研究科 教授
矢守克也 京都大学防災研究所 教授

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて
～「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会」の提言～

【スケジュール】
９月27日 第1回検討会（現状と課題）
11月２日 第２回検討会（骨子案）
11月27日 第３回検討会（とりまとめ）

①ハード対策（ダム再生等）とソフト対策（情報の充実等）を一体的に推進

②ダム下流の河川改修とダム上流の土砂対策、利水容量の治水への活用など、
流域内で連携した対策

③ダムの操作や防災情報とその意味を関係者で共有し避難行動に繋げる

国土交通省所管ダム５５８ダムのうち２１３ダムで洪水調
節を実施し、被害の軽減・防止効果を発揮。そのうち、８
ダムにおいては、洪水調節容量を使い切る見込みとなり、
ダムへの流入量と同程度のダム流下量（放流量）とする異
常洪水時防災操作に移行。

＜平成30年７月豪雨のダムの防災操作（洪水調節）の状況＞

○異常豪雨によってダムの洪水調節容量を使い切ってしまうことに対し、
・事前放流により、より多くの容量を確保できないか
・異常洪水時防災操作に移行する前の通常の洪水調節段階により多くの放流ができないか
・気象予測に基づく操作を行うことはできないか

〇ダムの操作に関わる情報が住民の避難行動に繋がっていないことに対し、
・平常時から浸水等のリスク情報を提供し、認識の共有を図ることが必要ではないか
・情報提供を「伝える」から「伝わる」、さらには「行動する」ように変えることが必要ではないか
・情報提供を市長村長の判断に直結するよう変えることが必要ではないか

平成30年７月豪雨におけるダムに関する主な論点

対策の基本方針

【スケジュール】
9月27日
第１回検討会
（現状と課題）

11月 2日
第２回検討会
（骨子案）

11月27日
第３回検討会
（とりまとめ案）

日吉ダム
（水資源機構）

一庫ダム
（水資源機構）

岩屋ダム
（水資源機構）

鹿野川ダム
（四国地方整備局）

野村ダム
（四国地方整備局）

野呂川ダム
（広島県）

河本ダム
（岡山県）

のろがわ

こうもと

のむら

かのがわ

ひとくら

ひよし いわや

引原ダム
（兵庫県）

ひきはら

【凡例】

：防災操作（洪水調節）を実施したダム

：異常洪水時防災操作を実施したダム

：防災操作（洪水調節）を実施していないダム
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方策 課題 対応すべき内容

よ
り
効
果
的
な
ダ
ム
操
作
や
有
効
活
用

Ⅰ．洪水貯留準備操作（事前放流）に
より、より多くの容量の確保

降雨量等の予測精度（数日前）、貯水位が回復しな
かった場合の渇水被害リスク、利水者の事前合意

利水者との調整等による洪水貯留準備操作（事前放流）の充実

洪水貯留準備操作（事前放流）の高度化に向けた降雨量やダム流入量（数日前）の予測精度向上

利水容量内の放流設備の位置や放流能力等の制約 洪水貯留準備操作（事前放流）を充実させるためのダム再生の推進

Ⅱ．異常洪水時防災操作に移行する
前の通常の防災操作（洪水調節）
の段階で、より多くの放流

下流河川の流下能力不足による制約 洪水調節機能を有効に活用するためのダム下流の河川改修の推進

貯水位が低い時点の放流能力等による制約
利水容量の治水活用による洪水調節機能の強化

洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進

Ⅲ．気象予測に基づく防災操作（洪水
調節）

降雨量・ダム流入量予測（数時間前）の精度
予測が外れた場合のリスク、地域の認識共有

防災操作（洪水調節）の高度化に向けた降雨量やダム流入量（数時間前）の予測精度向上

気象予測等に基づくダム操作の高度化を行う場合の環境整備等の対応

Ⅳ．洪水調節容量の増大
ダム型式、地形、地質・施工条件（ダムかさ上げ等）
他の目的を持つ容量の振替

ダムの適切な維持管理・長寿命化の推進（容量を確保するための土砂対策等）

利水容量の治水活用による洪水調節機能の強化【再掲】

洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進【再掲】

※全体に関連

ダムの操作規則の点検

ダム下流河川の改修やダム再生等により可能となる操作規則の変更

ダムの洪水調節機能を強化するための技術の開発・導入

気候変動による将来の外力の増大（降雨パターンの変化等を含む）への対応

よ
り
有
効
な
情
報
提
供
や
住
民
周
知

Ⅴ．平常時からの情報提供
～認識の共有～

ダム下流の浸水想定図等が作成されていない
ダム下流河川における浸水想定図等の作成

ダム下流の浸水想定等の充実と活用（市街地における想定浸水深等の表示等）

ダムの機能や操作等が十分に認知されていない
ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民への説明

ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民説明の定例化

防災情報が災害時の適切な行動に十分活用されて
いない

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型の訓練

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型訓練の定例化

Ⅵ．緊急時の住民への情報提供
～「伝える」から「伝わる」、
「行動する」へ～

緊急性や切迫感が十分に伝わっていない
ダム貯水池の状況が十分に伝わっていない
防災情報が利用されていない

洪水時のダムの貯水池の状況を伝えるための手段の充実、報道機関への情報提供

緊急時に地域の住民にとって有用となる防災情報ツールの共有

異常洪水時防災操作へ移行する際の放流警報の内容や手法の変更

ユニバーサルデザイン化された防災情報の提供、伝わりやすい防災用語の検討

プッシュ型配信等を活用したダム情報の提供の充実

ダムに関する情報伝達手法に関する技術開発

水害リスクを考慮した土地利用

情報の伝達範囲や手段等の充実

放流警報設備等の改良

放流警報設備等の施設の耐水化

電力供給停止時におけるダム操作に必要な電源等の確保

Ⅶ．緊急時の市町村への情報提供
～判断につながる情報提供～

市町村長が避難情報の発令を判断するために必要と
なる情報やその意味と伝達されるタイミング
ダム情報と避難情報の発令の関係の明確化

大規模氾濫減災協議会へのダム管理者の参画

避難勧告等の発令判断を支援するためのトップセミナーの開催

避難勧告等の発令判断を支援するためのトップセミナーの定例化

避難勧告等の発令判断を支援するための連絡体制強化

ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの整備

ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの充実

： 直ちに対応すべきこと ： 速やかに着手して対応すべきこと ： 研究・技術開発等を進めつつ対応すべきこと※凡例

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて
～異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会の提言～
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大規模氾濫減災協議会

「直ちに対応すべきこと」

利水者等との調整による洪水貯留準備操作
（事前放流）の充実

ダムの適切な維持管理・長寿命化の推進（
容量を確保するための土砂対策等）

ダムの操作規則の点検

あらかじめ利水者の協力等を得て、事前放流の充実
を図り、より多くの容量を確保

洪水調節容量

利水容量

事前放流により
容量を確保

堆砂掘削

各ダムの事前放流の実施上の課題、ダム下流河川の
整備状況等によるダム操作の課題等を点検し、課題
を解消

（１）より効果的なダム操作等による洪水調節
機能の強化

（２）住民等の主体的な避難の促進

（３）市町村長による避難勧告等の適切な発令の促進 （４）安定的なダム操作のための設備等強化

放流警報設備等の施設の耐水化

電力供給停止時におけるダム操作に必要な
電源等の確保

浸水想定図（イメージ図）

ダム下流河川における浸水想定図等の作成

ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民への
説明

ダムの操作やその際に提供される情報とその意味、避難行
動との関係に関する説明や訓練の実施（ダムの機能やその
限界についても理解を深める）

洪水時のダムの貯水池の状況を伝えるた
めの手段の充実や報道機関への情報提供

地元ケーブルテレビを活用したダム貯水池の情報提供

緊急時に地域の住民にとって有用となる
防災情報ツールの共有

・その地域の住民の避難行動に有益な
ウェブサイト等の防災情報ツールを共有
・市町村と連携した整備

地域のスー
パーマーケッ
トに設置され
た地域気象
情報モニター
（三重県伊勢
市中島学区）

放流警報設備等の
改良

【（例）スピーカー（各警報所・警報車）から切迫感の伝わるアナウンスに変更】
旧：「異常洪水時防災操作に移行・・・・・・」 ⇒ 新：「これまでに経験のないような洪水・・、直ちに・・・・・」

異常洪水時防災操作へ移行する際の放流警報の内容や手法の変更

避難勧告等を発令する市町村とも連携しつつ、より切迫感を持って緊急性を伝えられるような警報
手法に変更

避難勧告等を発令する
市町村とも調整しつつ、
警報区間の見直し、
サイレンやスピーカ等の
設備改良等

ダムの洪水調節機能を踏まえた
避難勧告着目型タイムラインの整備

大規模氾濫減災協議会への
ダム管理者の参画

避難勧告等の発令判断を支援する
ためのトップセミナーの開催

避難勧告等の発令判断を支援する
ための連絡体制強化 ダム放流情報等と避難行動を整理

した防災行動計画の策定

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型の訓練

避難訓練 ワークショップ

住民説明会 ダム操作室における説明会

防災トップセミナー リエゾン派遣 放流警報設備の浸水後の状況 4

・ダムの貯水位等の情報提供
・報道機関への情報提供

ダム管理者が大規模氾濫減災協議
会へ積極的に参画し、ダム情報等
の認識共有・連携強化

ハザードマップ作成支援



ダム下流河川の浸水想定図
の充実と活用（市街地におけ
る想定浸水深等の表示等）

ユニバーサルデザイン
化された防災情報の提
供、伝わりやすい防災
用語の検討

プッシュ型配信等を活用したダム情
報等の提供の充実

プッシュ型配信等の調整・整備（エリアメー
ルの活用等）
※ダム管理者から直接的に住民等に情報提供
するための検討

・ダム放流量等の危険度レベルを用いたカラー
表示の情報発信の試行
・伝わりやすい防災用語の検討

ダムに係る情報伝達手法に関する技術開発

（１） 洪水調節機能の更なる強化

（２） 住民等の主体的な避難の更なる促進

（１） より効果的なダム操作等による洪水調節機能の強化

（２） 住民等の主体的な避難の促進

（３） 市町村長による避難勧告等の適切な発令の促進

洪水調節の高度化に向けた降雨量やダム流入量（数時間前）の予測精度向上

気象予測等に基づくダム操作の高度化を行う場合の環境整備等の対応

将来的に気象予測等に基づく操作を行うとした場合において、予測と異なる結果となった場合
の浸水等の被害リスクを社会的に受容し、リスクを考慮した地域づくりなどの環境整備や制度
等のリスクの配分の考え方に関する検討を実施

・降雨量やダム流入量の予測精度を向上させる技術開発（レーダー等による短時間降雨予測含む）
・ダム管理の観点から操作を高度化するにあたり求められる予測精度の明確化

浸水被害
発生

＜計画規模を大きく超える洪水を予測し、早めに放流量を増加＞

流
量 浸水被害

発生

流
量 流入量

放流量

ピーク放流量
の減少

早くから浸水被害が発生
早めの避難が必要

本来回避できるはず
の浸水被害が発生

点線（青）は
現行操作

②予想を下回る洪水だった場合①予想が的中した場合

流入量

降雨量予測精度
の向上

ダム流入量予測
精度の向上

予測精度の向上に基づく
ダムの操作の高度化

事前放流の高度化に向けた降雨量やダム流入量（数日前）の予測精度向上

アンサンブル予測の活用や流域内の利水ダムも含めたダム群で治水・利水の役割をカバー
するバックアップ制度に関する方法論の確立に向けた検討等を含め、技術開発の推進

ダムの洪水調節機能を強化するための技術の開発・導入

気候変動による外力の増大（降雨パターンの変化等を含む）への対応

維持管理や施工、ダム管理等に関する技術について、AI活用等も含め、先端的な技術の開発

ダムを含む治水計画等へ考慮する方法について検討

かさ上げ

既設ダム

洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進

容量の増大

利水容量の治水活用、放流能力の増強、ダムの嵩上げ等により、ダム再生の推進。

死水容量

洪水調節容量

堆砂容量

利水容量

目
的
別
の
容
量
の
振
替

放流管の増設

堆砂容量

洪水調節容量

利水容量

利水容量の治水活用による洪水調節機能の強化

▽堤防整備後の流量

▽堤防未整備時の流量

洪水調節機能を確保するためのダム下流の河川改修の推進

施設整備前
ダム流下量（放流量） 時間

ダムへの流入量

施設整備後

ダム流下量（放
流量）

ダム下流の河川

堤防整備

下流河川の流下能力不足により、ダムの有する放流能力よりも減量して放流しているダムに
おけるダム下流の河川改修の推進

河川の改修やダム再生
等により可能となる
操作規則の変更

流
量

洪水貯留準備操作（事前
放流）を充実させるための
ダム再生の推進

事前放流を充実させるため、
より多くの容量をより短期間で確
保するための放流能力の増強

ダムの洪水調節機能を踏ま
えた避難勧告着目型タイム
ラインの充実

避難勧告等の発令判断を
支援するためのトップセミナ
ーの定例化

ダムの操作に関する情
報提供等に関わる住民
説明の定例化

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型訓練の定例化

トップセミナーの定例化、
より実践的なセミナーと
なるよう改善・充実

タイムラインの
更新・改善・充実

「研究・技術開発等を進めつつ対応すべきこと」

河川の４段階の水位表示と同色

レベル１（安全）：

レベル２（注意）：

レベル３（危険）：

レベル４（非常）：

表示イメージ

説明会等の定例
化、ダム操作の
体現型ツールを
用いるなどの工
夫

「速やかに着手して対応すべきこと」

ダム操作のトレードオフの関係を
踏まえつつ関係者と認識共有

5
水害リスクを考慮した土地利用

ダムに係る効果的な情報伝達手法の技術開発 リスクの低い地域への土地利用の誘導等



利水者との調整による事前放流の充実

○ 多目的ダムの事前放流の実施体制を整えているダムは、54ダム。
○ 利水ダムの事前放流(治水協力)の実施体制を整えているダムは、７ダム。
※ここでは、事前放流実施要領等が作成済みのダムの数を示しているが、実施要領等未策定においても、関係機関との調整により事前放流を実施することが可能。

那賀川水系 長安口ダム（国）

日高川水系 椿山ダム（和歌山県）

古座川水系 七川ダム（和歌山県）

山国川水系 耶馬溪ダム（国）

九頭竜川水系 真名川ダム（国）

有田川水系 二川ダム（和歌山県）

市川水系 生野ダム（兵庫県）

武庫川水系 青野ダム（兵庫県）

由良川水系 大野ダム（京都府）

荒川水系 大石ダム（国）

揖保川水系 引原ダム（兵庫県）十勝川水系 糠平ダム（電源開発）

阿賀野川水系 田子倉ダム（電源開発）

阿賀野川水系 奥只見ダム（電源開発）
高梁川水系 新成羽川ダム（中国電力）

肱川水系 鹿野川ダム（国）
＊改造事業完成による予備放流化により事前放流廃止

淀川水系 青蓮寺ダム（水機構）

木曽川水系 阿木川ダム（水機構）

利根川水系 草木ダム（水機構）

利根川水系 下久保ダム（水機構）

太田川水系 温井ダム（国）

新宮川水系 猿谷ダム（国）

相模川水系 宮ヶ瀬ダム（国）

利根川水系 川治ダム（国）

利根川水系 川俣ダム（国）

利根川水系 五十里ダム（国）

利根川水系 相俣ダム（国）

利根川水系 藤原ダム（国）

高梁川水系 河本ダム（岡山県）

旭川水系 旭川ダム（岡山県）

高梁川水系 三室川ダム（岡山県）

旭川水系 湯原ダム（岡山県）

芦田川水系 八田原ダム（国）

小瀬川水系 弥栄ダム（国）

名取川水系 釜房ダム（国）

旭川水系 竹谷ダム（岡山県）

高梁川水系 千屋ダム（岡山県）

高梁川水系 楢井ダム（岡山県）

吉井川水系 津川ダム（岡山県）

吉井川水系 八塔寺川ダム（岡山県）

高梁川水系 高瀬川ダム（岡山県）

旭川水系 鳴滝ダム（岡山県）

旭川水系 河平ダム（岡山県）

斐伊川水系 尾原ダム（国）

江の川水系 土師ダム（国）

日野川水系 菅沢ダム（国）

宮川水系 宮川ダム（三重県）

雲出川水系 君ヶ野ダム（三重県）

渡川水系 中筋川ダム（国）

錦川水系 菅野ダム（山口県）

五ヶ瀬川水系 北川ダム（大分県）

千代川水系 佐治川ダム（鳥取県）

日野川水系 賀祥ダム（鳥取県）

多目的ダムの事前放流
H30年7月時点（２７ダム）
R元年10月時点（５４ダム※）

利水ダムの事前放流(治水協力)
H30年7月時点 （６ダム）
R元年10月時点 （７ダム）

R元年10月時点

大和川水系 狭山池ダム（大阪府）

新宮川水系 池原ダム（電源開発）
新宮川水系 風屋ダム（電源開発）
日置川水系 殿山ダム（関西電力）

九頭竜川水系 九頭竜ダム（国）

勝浦川水系 正木ダム（徳島県）

+

+
※鹿野川ダムは改造事業完成により、事前放流を廃止し、予備放流方式
に変更したため、令和元年10月時点の54ダムには含まない。

吉井川水系 苫田ダム（国）

淀川水系 一庫ダム（水機構）

肱川水系 野村ダム（国）
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利水容量の治水活用による洪水調節機能の強化

○和歌山県新宮市日足地区では、平成23年の洪水後、治水安全度の向上を図るため、熊野川の河道掘削を実施するとともに、河川管理
者との協議を行い、利水ダムの治水協力の体制（事前放流の実施内容を具体化して実行できる体制）を整えた。

○令和元年台風第10号の際は、河道掘削と、発電専用ダムである風屋ダム・池原ダムの治水協力（共に有効貯水容量の約３割分。水位を
あらかじめ低下）の結果、約1.3mの水位低減効果があり、家屋の浸水被害を回避。

たなご

■田長地区
河道掘削

わけ

■和気地区
河道掘削

河道掘削無し・利水ダムの治水協力無し12.3m

20.2k

河道掘削有り・利水ダムの治水協力有り
（今回の出水の最高水位11.0m）

約1.3m水位低下

治水事業や利水者の協力により、約1.3m水位が低減した。
結果、家屋浸水が発生する水位まで上がらなかったことにより、
家屋の浸水被害を回避できたと推定

※数値等は速報値ですので、今後の精査等により変更する場合があります。

家屋浸水が発生する
水位11.3m
（家屋浸水発生まで

残り約0.3m）

熊野川 河道掘削
（3か年緊急対策等）

熊野灘

池原ダム風屋ダム

日足地区

新宮川水系

熊野灘

風屋ダム

池原ダム

日足観測所の水位
河道掘削・利水ダムの治水協力がないときの水位

今回の
ピーク水位

家屋が浸水する水位

家屋浸水被害無し
農地浸水は調査中

3.2万m3済
/全体5万m3

2万m3済
/全体5万m3

常時満水位

常時満水位

8/14                       8/15                  8/16

8/14                       8/15                  8/16

8/14                       8/15                  8/16

日足観測所の水位

8月16日2:00

和気地区（三重県）
河道掘削の状況

風屋ダム 貯留状況
8月16日12時時点

田長地区（和歌山県）
河道掘削の状況

日足地区

利水ダム
の治水協力

12.3m
11.3m
11.0m

ひたり

かぜや いけはら

放流量低減

※有効貯水容量
の約3割

※有効貯水容量
の約3割

流入量が多いときにダ
ムに貯留※し、ダム下流
への放流量を減らして
河川の水位を低減
（※約1,800万㎥を貯留）

流入量が多いときにダ
ムに貯留※し、ダム下流
への放流量を減らして
河川の水位を低減
（※約2,800万㎥を貯留）

放流量低減

全流入量

全放流量

常時満水位

貯水位
暫定目安水位

全流入量

全放流量

常時満水位

貯水位
暫定目安水位

発電に必要な
水位を下げて
貯留量を確保
(約7,000万m3)

発電に必要な水
位を下げて貯留
量を確保
(約2,800万m3)

河道掘削と利水ダムの治水協力
により家屋が浸水する水位より
もピーク水位を低く抑制

７



放
流
設
備
の
新
設

ダムの適切な維持管理・長寿命化の推進（容量を確保するための土砂対策等）
洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進

洪水貯留準備操作（事前放流）を充実させるためのダム再生の推進

事前放流のイメージ

洪水貯留準備操作（事前放流）を充実させるためのダム再生の推進

ダムの容量を確保するための土砂対策

○ ダムの洪水調節機能を確実に発揮させるために、
洪水調節容量内の堆砂除去を推進

小渋ダムにおける堆砂掘削

相俣ダム（クレストゲート放流） 放流設備新設のイメージ

洪水調節機能を強化するためのダム再生の推進

○ 石狩川水系幾春別川に昭和32年に建設された桂沢ダムを
嵩上げし、「新桂沢ダム」とするダム再生事業を実施中（令
和5年完成予定）

新桂沢ダムにおける嵩上げイメージ
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○ 利根川水系赤谷川に昭和３４年に建設された相俣ダムでは、事前放流などの柔軟なダム操作を可能とする
ため、低標高部に放流設備の新設を実施中



200 m3/s

900 m3/s

0

500

1000

1500

0 6 12 18 24 30 36 42 48 54 60
流
量
（
m3
/s
）

時間(hr)

●洪水調節計画図（今回変更）

ダムに流れ込む水の量

ダムから流す水の量

ダムの操作規則の点検

○ 一庫ダムは、ダムからの計画最大放流量を150m³/sとする暫定的な操作を行ってきた。

○ ダム下流河川の河道整備の進捗状況を踏まえてより効果的な操作方法の検討を実施。

○ 令和元年6月16日よりダムからの計画最大放流量を150m³/sから200m³/sに変更し、より大きな規模の洪水に対しても洪水調節
効果を発揮可能。

河川整備前

河川整備後
＜約30年に1回程度の規模の洪水に対応＞

ダムに貯留される量
（ダムがほぼ満杯）

0

500

1000

1500

0 6 12 18 24 30 36 42 48 54 60

流
量
(m
3
/
s)

時間(hr)

●洪水調節計画図（平成12年～現在）

ダムに流れ込む水の量

ダムから流す水の量

ダムに貯留される量

（ダムがほぼ満杯）

150 m3/s

790 m3/s

＜約20年に1回程度の規模の洪水に対応＞
●洪水調節計画図（平成12年～令和元年6月）

●洪水調節計画図（令和元年6月変更）

ダムに貯留される量
（ダムがほぼ満杯）
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○ 浸水想定図の活用
（市街地での実績浸水深や想定浸水深等の表示）

市街地での浸水深表示例（実績浸水深 肱川水系：大洲市）

野村ダム

洪水浸水想定区域図（令和元年5月 肱川水系肱川：愛媛県）

○ ダム下流河川の浸水想定図の作成
（浸水想定図の公表、市町村のハザードマップ作成を支援）

10

ダム下流河川における浸水想定図等の作成



○ダム下流における想定最大規模降雨の洪水による浸水想定図を基に、洪水ハザードマップを作成し住民に周知。併せて、避
難情報やダム放流情報に応じて取るべき行動をまとめた｢マイタイムライン｣の作成シートも作成（愛媛県西予市）

ダム放流情報

野村ダム
西予市野村地区の洪水ハザードマップ 11

ダム下流河川における浸水想定図等の作成



〇日時・場所
令和元年9月1日（日）
9:00～9:45 小長井地区（川根本町文化会館）
10:15～11:00 藤川地区（藤川地域振興センター）

〇参加者
小長井地区：約170名、藤川地区：約200名

〇内容

ダム管理所長から長島ダムの役割と、平常時、洪水時、
緊急時におけるダムの操作について説明し、
■ダムにも限界があり、異常洪水時防災操作とならざ
るを得ないときがある
■異常洪水時防災操作に入る前には、少なくとも浸水
想定区域内の住民は避難が必要
■「自分は大丈夫」という考えはもはや間違い。誰でも
災害に遭遇する可能性がある。早めの避難が重要

などの説明を実施。

参加者からは、「長島ダムの働きを理解できた」 「自宅
の周りに浸水や土砂災害の危険性があり、洪水時に心配
だ」などの声があった。

小長井地区での説明状況

藤川地区での説明状況

○静岡県榛原郡川根本町の防災訓練のプログラムの１つとして、講演会「長島ダムの役割といざという
ときの避難」を開催。ダムの役割と限界、異常洪水時防災操作と早めの避難の重要性について住民
に分かりやすく説明。

12

ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民への説明



殿田地区（説明状況）

船枝地区（説明状況） 鳥羽地区（説明状況）

美里地区（説明状況）

○ 日吉ダムでは令和元年2月24日～6月29日にかけて、地区ごと
の説明会を実施。

○ ダムの役割、防災操作、平成30年7月豪雨における日吉ダムの
対応、下流住民へのお知らせ（異常洪水時防災操作開始前の
緊急効果音）について説明し、速やかな避難行動につなげるよ
う住民の方々に理解を深めてもらった。

13

ダムの操作に関する情報提供等に関わる住民への説明

○ 嘉瀬川ダムでは、ダム見学において、視覚的、感覚的な理解を深
めてもらうためにダム模型を使用して、ダムの機能・操作及び「計
画規模を超える洪水時の操作」についても説明を実施している。
（年間２０００人程度）

参加者より「避難することについて考えたい」「ダムが調整できな
かったら、逆に川が溢れることを考えさせられた」といった意見があり、
防災意識（避難）の啓発に繋がった。



宮ヶ瀬ダムの避難訓練の事例（令和元年5月19日）

併せてダム放流情報についての説明会も開催

○ 寒河江ダム・宮ヶ瀬ダムで自治体との防災訓練、住民説明会、住民参加型訓練
を実施。

西川町長へのホットライン訓練

寒河江ダムでの異常洪水時防災操作を想定した自治体による
ＲＰ方式対処訓練 事例（平成３１年１月２２日）

14

ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型の訓練



ダムの洪水調節機能を踏まえた住民参加型の訓練

避難勧告等の発令判断を支援するためのトップセミナーの開催

○令和元年9月1日恵那市総合防災訓練の一部で、防災研修会として阿木川ダム防災操作の
説明等を実施。
○訓練内容
避難所開設訓練、AED講習、炊き出し訓練
防災研修会
・阿木川ダム：洪水調節方法、事前放流、異常洪水時防災操作、警報設備改良・警報内容
・岐阜県：危機管理型水位計、浸水想定区域図（阿木川水位周知河川区間のL1・L2）

訓練開始挨拶（恵那市長） 首長への訓練内容報告

避難所開設訓練（AED講習） 阿木川浸水想定区域図（L2・1）掲示
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○避難勧告等の発令判断を支援するため、ダムの洪水調節と
下流河川の水位状況、ホットラインと避難判断の時期などに
ついてダム所在地域行政懇談会においてトップセミナーを実
施し、関係者間で情報を相互に共有。

沖縄での行政懇談会の開催状況（例：国頭村）

ダム所在地域と対象ダム（北部ダム統合管理事務所管内）

ダム所在地域 対象ダム

国頭村 安波ダム、普久川ダム、辺野喜ダム

東村 福地ダム、新川ダム

大宜味村 大保ダム

名護市 羽地ダム

宜野座村 漢那ダム

金武町 金武ダム



○ 野村ダムでは、ダム放流量や貯水池への流入
量等の情報に加え、貯水位の状況、ダム下流
河川の状況、カメラ映像等の情報をテレビ等の
メディアを通じて住民に提供を実施。

洪水時のダム貯水池の状況を伝えるための手段の充実
緊急時に地域の住民にとって有用となる防災情報ツールの共有

令和元年8月台風第10号時の
画像配信状況

※西予CATV契約者のみ視聴可能 16

○ 岩尾内ダムでは、ウェブサイトにて放流量や流入量、
貯水位等のリアルタイムでの情報配信に加え、放流
状況等のメッセージを記載することで、現在のダム状
況を閲覧者に分かりやすく情報提供を実施。

16
通常時

現在使用しているメッセージ（例）
《防災操作中》
●●ダムでは、ダムへ流れ込む水の量が洪水量（1秒間に●●m3）

に達したため、防災操作中です。今後、ダムからの情報に注意して
ください。

今後予定しているメッセージ（例）
《●時間前通知》

●●ダムでは、今後計画規模を超える洪水が予想されるため、●
月●日●時より異常洪水時防災操作に移行します。自治体からの
避難情報を確認してください。（今後の降雨状況により時間が前後
する可能性があります。）【警戒レベル●相当】

ダム状況に合わせてメッセージ変化

防災操作中

洪水調節時に変化
チャンネル（番組）
下部にテロップを表示

ダム全景、貯水池、ダム上流、ダム下流等のCCTV映像をスクロール表示



○鶴田ダムでは、平成18年7月豪雨を機に、住民代表や学識者および
関係機関等をメンバーとした「鶴田ダムの洪水調節に関する検討会」
等で決定した放流通知文を関係機関へ通知した。

○更に、平成30年西日本豪雨を受けて、ダムの情報を住民の皆様へい
ち早く届けるため、 異常洪水時防災操作へ移行する際に、関係機関
送付時と同時に報道機関へ情報提供することとした。

○あわせて、令和元年6月25日、鹿児島県内の報道機関を対象に「鶴田
ダムからの情報提供のあり方とダムの操作説明」と題して説明会を開
催した。

ダム操作に関する重要情報
（異常洪水時防災操作に関する情報）

緊急のダム操作に関する事前通知≪１時間前通知≫
（異常洪水時防災操作に関する事前通知）

緊急のダム操作開始の通知
（異常洪水時防災操作開始の通知）

緊急のダム操作終了の情報
（異常洪水時防災操作終了の情報）

Ｒ元年度より報道機関へ情報提供する放流通知文

《3時間前》

報道機関への説明会状況
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洪水時のダムの貯水池の状況を伝えるための手段の充実、報道機関への情報提供

協定締結式の様子

左：髙橋所長（水機構） ・中央：磯田取締役 ・右：伊藤所長（国交省）

○令和元年9月12日、二瀬ダム管理所（国交省）及び荒川ダム総合
管理所（水機構）は、地元コミュニティＦＭ放送局「ちちぶエフエム」
との間で、「災害情報の放送に関する協定」を締結。

○同協定では、ダム管理者より放流通知などの災害情報を同局
へ提供し放送を要請、要請を受けた同局はダムからの災害情
報を通常放送に優先して放送することとしている。

○同局からの「プッシュ型」による災害情報の配信により、災
害情報の確実かつ正確な発信が可能となり、住民等の主体的
な避難の促進に繋がるなど地域の防災力向上に期待。



ダム放流通知文の見直し

より切迫感が伝わ
るように、「至急」、
「重要通知」などの
表示

避難に要するリー
ドタイムを踏まえた
通知時期の設定

警戒レベルの表示

（避難勧告等に関
するガイドライン改
定にあわせたレベ
ル表示）

自治体が発令する
避難勧告等の判
断に必要な情報を
記載

○住民の避難等の措置に対し、大規模洪水時におけるダムの操作に関する通知の重要性が増加しており、より
切迫感をもって緊急性を伝えられる放流通知に変更。
○異常洪水時防災操作の記者発表を行うことで、報道機関の協力を得て住民に周知。
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異常洪水時防災操作へ移行することの記者発表を行うことで、
テレビ等の報道機関の協力により、関係住民へ周知

異常洪水時防災操作に関する記者発表

※異常洪水時防災操作とは、大きな出水によりダムの洪水調節容量を使い切る可能性が生じた場合、ダム流下量（放流量）を

徐々に増加させ、流入量と同程度の流量を放流する操作のことです。

洪水時のダムの貯水池の状況を伝えるための手段の充実



○ 野村ダム、鹿野川ダムでは、ダムの放流量等の定量的な情報だけでなく、危険度に応じたカラ
ー表示等の情報発信を試行。

※地域住民や肱川を訪れた人がその危険性を直感的に理解できる取組を実施。

小型表示板のカラー表示 回転灯のカラー表示 大型表示板のカラー表示

ダム情報等の危険度（イメージ）

危険度１
ゲート放流開始

危険度２
洪水調節開始

危険度３
一定開度放流開始

危険度４
異常洪水時防災操作の予測

ダム放流量

ダム放流量

表示イメージ 段階イメージ

流量

時間

危険度４(非常)：

危険度３(危険)：

危険度１(注意)：

危険度２(警戒)：

異常洪水時防災操作の予測～

一定開度放流（1,150m3/s～）

洪水調節（一定量放流）（600m3/s）

ゲート放流
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異常洪水時防災操作へ移行する際の放流警報の内容や手法の変更



○ 下久保ダムでは、住民等に対して避難等の生命を
守る行動を促すよう、情報伝達範囲や手段等の充
実として、放流警報局のスピーカー増設を行った。

20

放流警報設備等の改良・耐水化
電力供給停止時におけるダム操作に必要な電源等の確保

放流警報設備等の改良

凡例：

スピーカを増設した
放流警報局

放流警報設備等の施設の耐水化

○ 森吉山ダムでは、放流警報設備の水没による機能
不全防止のため、放流警報設備等の施設の耐水化
を実施。

電力供給停止時におけるダム操作に必要な電源等の確保

○ 地震や豪雨等による長期的な停電時においても安定
的にダムを操作するため、予備発電機運転可能時間
の延伸化（72時間対応）を山佐ダムなどで実施中。

予備発電機改良イメージ



河川の上・下流や本・支川間では、ダムの放流状況や流域に
降る降雨の状況により、河川水位の上昇・下降に時間差が生
じるため、県区間の自治体やダム管理者も含めて構成。
また、提供された情報が公共交通機関の運行や道路の交通規
制、住民の的確な避難行動等に有効と考えられるため、公共
交通機関や報道機関等もタイムライン組織とした。
水系内の様々な関係機関が情報を共有し、連携・協力して、
的確なオペレーションができる仕組みを構築。
ダム放流状況や河川水位の情報は、避難行動等に必要な情報
として連携機関で共有。

○『水防災意識社会再構築ビジョン』を受け、高梁川水系では、国が平成28年8月に「高梁川水系大規模氾濫時の減災対策協議会」を設立。平成
29年5月の水防法改正に伴い、平成30年2月に現協議会を「法定協議会」に移行。

○平成30年7月豪雨を踏まえ、国・県それぞれにおいて組織している減災対策協議会を統合し、新たにダム管理者等を構成機関に加え、高梁川水
系全体の協議会に改組（H30.12.27）。

○新たな課題解決に向けた防災行動計画検討部会を新設するとともに、平成31年3月に利水ダム管理者など流域の関係機関が連携した新たなタ
イムラインを作成する高梁川水害タイムライン検討会を発足し、３回の検討会による議論を重ね、令和元年6月13日に県管理区間を含めた水系
全体の「高梁川水害タイムライン」を策定。

高梁川水系

赤：高梁川水系のうち直轄区間の流域

青：高梁川水系全域

岡山県

新たな高梁川水害タイムラインの特徴

高梁川

小田川

⇒水系全体で、ダム放流情報等
も含め、タイムラインを策定

大規模氾濫減災協議会へのダム管理者の参画
ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの整備

高梁川水害タイムライン検討会

倉敷市 矢掛町 警察

井原市 笠岡市 自衛隊

総社市 ライフライン（3機関） 住民

高梁市 鉄道 （3機関） 高梁川用水土地改良区

新見市 バス 農林水産省

浅口市 報道 （15機関） 気象庁

早島町 岡山県 国土交通省（3機関）

計41機関
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○ 鹿野川ダムでは、洪水時、定期的にダム予測等情報を大洲市・愛媛県へメール送付を実施。
○ ホットラインの強化として、従来の電話連絡に加えＴＶ電話等の活用を実施。

・ダム管理者からの情報に加え、自治体からの情報や提供情報に関する質疑など、双方性のあるホットライン

■ホットライン時のTV電話（タブレット）等の活用

TV電話
河川国道事務所長

ダム管理所長
関係自治体の長

■顔の見える情報共有を実施するため、
タブレットを用いたホットライン訓練を実
施（大洲市、四国地整）

タブレットを用いたホットライン
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避難勧告等の発令判断を支援するための連絡体制強化



今後、流域全体のタイムラインの作成や住民参加型の防災訓練も予定。

ダム下流の西予市（野村）タイムライン（案）

ダムの情報欄

ダムの放流通知等の情報

自治体の避難勧告等

○ 野村ダムでは、ダム管理者から発信される放流通知等の情報と、住民の避難に関する防災行動を整
理した避難勧告等に着目したタイムラインを作成。（愛媛県西予市）
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ダムの洪水調節機能を踏まえた避難勧告着目型タイムラインの整備



○大野ダム（京都府）では、平成３０年１２月に「京都府大野ダムの洪水調節機能と情報の充実に向けた検討会」を設置し、
より効果的なダム操作の技術的考察や、より有効な情報提供や住民への周知のあり方について検討を実施。

道府県管理ダムにおける取り組み状況

■委員
○学識委員
角 哲也 京都大学防災研究所教授（防災）
牧 紀男 京都大学防災研究所教授（防災計画）

○その他
国、沿川市町、京都府関係機関

第1回 平成３０年１２月２６日 課題抽出
第2回 平成３１年 ２月 ５日 対応案検討
第3回 平成３１年 ３月１１日 とりまとめ

■事前放流の充実化

余裕がある堆砂容量を有効活用し、事前放流目標水位の引き下げ（５ｍ低下）

検討会メンバー

開 催 状 況

具体的な取り組み

■情報伝達の有効化
・緊迫感が伝わる放流連絡様式の改良
・視覚的に伝わりやすいホームページの内容改善
・平常時からのダム情報の発信や住民向け説明会の実施

＜令和元年度の取り組み＞

○ダム管理設備、貯水池、ダムからの放流水等への影響の
有無を確認するため、段階的に実証実験を実施

令和元年 ５月２３日 ＥＬ１５４．０ｍ（１ｍ低下）
令和元年１０月３１日 ＥＬ１５３．０ｍ（２ｍ低下）

○今後、事前放流を行うために必要な改修（係留施設）等を
行い、Ｅ１５０．０ｍまで水位を下げる実証実験を実施予定

ダム情報等の危険度レベル

＜令和元年度の取り組み＞
○ホームページの内容改善
（令和元年６月改訂）
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道府県管理ダムにおける取り組み状況

高柴ダム

鮫川

四時川

鮫川

洪水浸水想定区域図（令和元年7月 鮫川水系鮫川：福島県）

富山県白岩川ダム 住民参加の勉強会開催(平成31年4月)

通常時（変更なし）

異常洪水時防災操作時

愛媛県鹿森ダムでは、異常洪水時防災操作の際のサイレン
を通常時のパターンから変更（令和元年10月）

沖縄県管理河川の減災対策協議会にダム
管理者（国、沖縄県、利水者）が参画

栃木県 避難勧告等の発令判断を支援するための
トップセミナーを実施
（令和元年6月 矢板市長へ説明）

（変更）
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